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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表示部を配した前面と、前記前面の裏側である背面とを有する本体部と、
　前記本体部を保持可能に、前記本体部に対して一端が接続された一対の脚部と、前記一
対の脚部の他端それぞれに一端が固着された一対の曲げ部と、前記一対の曲げ部それぞれ
の他端がその両端部に固着された把持部とを有するハンドル部とを備え、
　前記把持部が、前記前面側から平面視したときに前記本体部とは重ならない位置にある
とともに、
　前記曲げ部の外縁が、所定の曲率と所定の長さを有する曲線によって形成され、
　前記曲げ部の外縁形状は、ユーザの第２指から第５指が添えられた際に、各指の間隔が
均等に配置される曲率と、前記ユーザの第２指から第５指を添えることができる長さとを
備えたことを特徴とする電子装置。
【請求項２】
　前記ハンドル部は、前記把持部が、前記前面と前記背面とから同一距離離れた前記本体
部の肉厚方向中心線よりも前記背面側に位置している形状を備えている請求項１に記載の
電子装置。
【請求項３】
　前記ハンドル部は、前記把持部が前記本体部の前記背面よりもさらに背面側に位置して
いる形状を備えた請求項１または２に記載の電子装置。
【請求項４】
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　前記本体部は、側面の少なくとも一部分を覆う枠状部材を備えた本体支持部に固着され
、前記本体支持部を介して前記ハンドル部の一対の前記脚部に接続されている請求項１～
３のいずれかに記載の電子装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本願は、電子装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、モバイルユースのコンピュータや、ＰＤＡ（Personal Digital Assistant：携帯
情報端末）、携帯型ゲーム機、携帯電話など、情報入力のためのタッチパネル機能を有す
る表示パネルを備えた携帯型電子装置が普及している。中でも、タブレット型パーソナル
コンピュータ（以下、タブレットＰＣと称する）と呼ばれるような、基本的にキーボード
やスイッチボタンを使わずにタッチパネルから情報入力を行うことで、装置全体の小型化
とより大きな面積での情報表示を可能にする電子装置は、偏平な箱形筐体であるデザイン
の斬新さと多様な使用形態が好感されて、急速に普及し始めている。
【０００３】
　特許文献１は、タブレットＰＣを開示している。また、特許文献２は、ハンドル様のフ
レーム部２Ｅを備えた携帯装置を開示している。特許文献２が開示しているフレーム部２
Ｅは、筐体長手方向に沿って突出するように設けられている（特許文献２の明細書段落０
１００、図３３～図３５に開示）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００７－０４８３２６号公報
【特許文献２】特開２００７－２８１２５８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１が開示しているタブレットＰＣは、ユーザが把持できるハンドルを備えてい
ない。したがって、ユーザがタブレットＰＣを手で持って操作する場合は、筐体の側部を
片手で把持するか、タブレットＰＣを手の平に乗せることになる。いずれの方法であって
も、操作中におけるタブレットＰＣの姿勢が安定せず、操作性を低下させてしまう。
【０００６】
　特許文献２が開示しているフレーム部２Ｅに相当するハンドルを、特許文献１が開示し
ているタブレットＰＣに適用したとしても、操作性を低下させてしまう。すなわち、特許
文献２が開示しているフレーム部２Ｅは、筐体長手方向に沿って突出するように設けられ
ているため、筐体の背面２Ｃに腕を当てがいながらフレーム部２Ｅを把持すると、手首が
急角度に屈曲した姿勢となる。したがって、ユーザは腕に強い疲労を感じ、操作性が低下
してしまう。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本願が開示する電子装置は、表示部を配した前面と、前記前面の裏側である背面とを有
する本体部と、前記本体部を保持可能に、前記本体部に対して一端が接続された一対の脚
部と、前記一対の脚部の他端それぞれに一端が固着された一対の曲げ部と、前記一対の曲
げ部それぞれの他端がその両端部に固着された把持部とを有するハンドル部とを備え、前
記把持部が、前記前面側から平面視したときに前記本体部とは重ならない位置にあるとと
もに、前記曲げ部の外縁が、所定の曲率と所定の長さを有する曲線によって形成され、前
記曲げ部の外縁形状は、ユーザの第２指から第５指が添えられた際に、各指の間隔が均等
に配置される曲率と、前記ユーザの第２指から第５指を添えることができる長さとを備え
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たことを特徴とする。
【発明の効果】
【０００９】
　本願の開示によれば、電子装置を安定した姿勢で把持することができるとともに、把持
した腕の疲労を軽減することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】第１の実施の形態にかかる電子装置の平面図である。
【図２】第１の実施の形態にかかる電子装置の側面図である。
【図３】第１の実施の形態にかかる電子装置を手提げによる把持で保持した状態を示す図
である。
【図４】第１の実施の形態にかかる電子装置を腕に載せる支持で保持した状態を示す図で
ある。
【図５】腕に載せる支持で保持したときの電子装置とユーザの腕との関係を示す図である
。
【図６】第１の実施の形態にかかる電子装置を平面上に載置した状態を示す側面図である
。
【図７】第２の実施の形態にかかる電子装置の平面図である。
【図８】第２の実施の形態にかかる電子装置の側面図である。
【図９】第２の実施の形態にかかるハンドル部の平面図である。
【図１０】第２の実施の形態にかかる電子装置を曲げ部を利用して腕に載せる支持で保持
した状態を示す図である。
【図１１】第２の実施の形態にかかる電子装置を腕に載せる支持で保持した状態を示す図
である。
【図１２】第２の実施の形態にかかる電子装置の変形例１を示す側面図である。
【図１３】第２の実施の形態にかかる電子装置の変形例２を示す平面図である。
【図１４】第２の実施の形態にかかる電子装置の変形例３を示す平面図である。
【図１５】第２の実施の形態にかかる電子装置の変形例３の応用例を示す図である。図１
５（ａ）が平面図、図１５（ｂ）が側面図である。
【図１６】第１の変形例のハンドル部を備えた電子装置を示す分解斜視図である。
【図１７】第２の変形例のハンドル部を備えた電子装置を示す分解斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本願で開示する電子装置は、表示部が前面側に配された本体部と、前記本体部を保持可
能に、前記本体部に対して一端が接続された一対の脚部と、前記一対の脚部の他端に接続
された把持部とを有するハンドル部とを備え、前記ハンドル部は、前記把持部が、前記前
面と前記前面の裏側である背面とから同一距離離れた前記本体部の肉厚方向中心線よりも
前記背面側に位置している形状を備える。
【００１２】
　本願で開示する電子装置は、把持部が本体部の肉厚方向中心線よりも背面側に位置して
いる。このため、ユーザが腕に載せる支持で電子装置を保持する場合に、把持部を把持す
る手首の屈曲角度が小さくなってユーザの負担を軽減できる。また、電子装置を載置した
場合には、表示部を傾斜させることができる。さらに、ユーザが手提げによる支持をした
場合には、表示部が斜め下方に向くことで表示部をぶつけてしまうことを回避できる。
【００１３】
　上記電子装置において、前記ハンドル部の前記把持部は、一端が前記脚部の前記他端に
固着され、他端が前記把持部の両端部にそれぞれ固着された一対の曲げ部を介して前記一
対の脚部と接続されていて、前記曲げ部の外縁が、所定の曲率と所定の長さを有する曲線
によって形成されていることが好ましい。このようにすることで、ユーザが腕に載せる支
持で電子装置を保持する場合に、曲げ部の外縁に指を沿わせて保持することができる。
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【００１４】
　この場合に、前記曲げ部の外縁形状は、ユーザの第２指から第５指が添えられた際に、
各指の間隔が均等に配置される曲率であり、前記ユーザの第２指から第５指を添えること
ができる長さを備えていることが好ましい。
【００１５】
　また、前記ハンドル部は、前記把持部が前記本体部の背面よりもさらに背面側に位置し
ている形状を備えたことが好ましい。このようにすることで、ユーザの保持しやすさや載
置時における電子装置の操作性をより一層向上させることができる。
【００１６】
　本願で開示する別の電子装置は、表示部を配した前面と、前記前面の裏側である背面と
を有する本体部と、前記本体部を保持可能に、前記本体部に対して一端が接続された一対
の脚部と、前記一対の脚部の他端それぞれに一端が固着された一対の曲げ部と、前記一対
の曲げ部それぞれの他端がその両端部に固着された把持部とを有するハンドル部とを備え
、前記曲げ部の外縁が、所定の曲率と所定の長さを有する曲線によって形成されている。
【００１７】
　本願で開示する別の電子装置は、脚部と把持部とが曲げ部を介して接続されていて、曲
げ部の外縁が所定の曲率と所定の長さを有する曲線によって形成されている。このため、
ユーザが腕に載せる支持で電子装置を保持する場合に、曲げ部に第２指から第５指の内側
を当てて保持することができ、電子装置を安定して保持することができてユーザの負担を
軽減することができる。
【００１８】
　また、前記本体部は、側面の少なくとも一部分を覆う枠状部材を備えた本体支持部に固
着され、前記本体支持部を介して前記ハンドル部の一対の前記脚部に接続されていること
が好ましい。このようにすることで、本体部とハンドル部とを別々に形成でき、ユーザの
使用状況に合わせて必要な形態のハンドル部を備えた電子装置を得ることができる。
【００１９】
　以下、本実施の形態にかかる電子装置の一例としてタブレットＰＣを挙げて説明する。
【００２０】
　（第１の実施の形態）
　　図１は、第１の実施形態にかかるタブレット型パーソナルコンピュータ（以下、タブ
レットＰＣと称する）１００の正面図である。図２は、タブレットＰＣ１００の側面図で
ある。図２は、タブレットＰＣ１００を、本体部１０１の右側面１０１ｃ側から見た図で
ある。
【００２１】
　タブレットＰＣ１００は、本体部１０１とハンドル部１０３とを備えている。本体部１
０１の外郭を形成している筐体と、ハンドル部１０３の外郭を形成している筐体とは、本
実施の形態では樹脂で一体成型されたものとしているが、各々別部材で形成して結合する
構成としてもよいし、筐体の材料は樹脂に限らず金属等であってもよい。
【００２２】
　本体部１０１は、外観が偏平な略直方体形状である。本体部１０１は、表示部であるデ
ィスプレイデバイス１０２を前面１０１ａに備え、中央演算処理装置（ＣＰＵ）、メモリ
ー、ハードディスクドライブ等の記憶装置、電源回路、バッテリなどを内蔵している。本
体部１０１は、前面１０１ａ、前面１０１ａの裏面である背面１０１ｂ、右側面１０１ｃ
、左側面１０１ｄ、上面１０１ｅ、および下面１０１ｆからなる筐体で外郭を形成してい
る。前面１０１ａは、ディスプレイデバイス１０２の画像表示エリアの一部を外部から視
認可能とするための開口部１０１ｇが形成されている。本体部１０１は、その周囲が、例
えばアクリロニトリル・スチレン（ＡＳ）系樹脂などの比較的硬度の高い樹脂で覆われて
いることが好ましい。また、本体部１０１の特に前面１０１ａおよび背面１０１ｂにおけ
る四隅に相当する各側面の角部分を、柔軟性を有するエラストマー樹脂などで構成するこ
ともできる。このような構成とすることにより、タブレットＰＣ１００に外部から衝撃が



(5) JP 5623999 B2 2014.11.12

10

20

30

40

50

加わったときに、その衝撃をできるだけ吸収することができる。
【００２３】
　なお、「偏平な略直方体形状」とは、本体部１０１の前面１０１ａを上に向けて置いた
ときに、その厚さ方向の辺が最も小さくなる直方体に近い形状であることを示している。
したがって、特に前面２０１ａを上に向けて置いたときに平面視される形状は、完全な長
方形ではなく、四隅部分が丸くなっている場合や面取り形状となっている場合でもよい。
また、前面１０１ａの周囲の４つの辺の全てもしくは一部が、少し外側（前面１０１ａの
中心から離れる側）もしくは内側（前面１０１ａの中心へ向かう側）に湾曲していてもよ
い。さらに、本体部１０１の背面１０１ｂは、本体部１０１内部に収容される電気回路部
品の形状や配置位置などの関係から、凹凸を有する場合がある。
【００２４】
　ディスプレイデバイス１０２は、ディスプレイパネル１０２ａとタッチパネル１０２ｂ
とを備えている。なお、本実施の形態のディスプレイデバイス１０２は、ディスプレイパ
ネル１０２ａとタッチパネル１０２ｂとを重ね合わせた構成としたが、ディスプレイパネ
ル１０２ａの前面ガラスがタッチパネルの構成部材を兼用する構成でもかまわない。さら
に、ディスプレイパネル１０２ａの表示画素内に受光素子を内蔵して、画像の表示とタッ
チ位置の検出とを一枚のパネルで行う液晶入出力パネルを用いることもできる。
【００２５】
　ディスプレイパネル１０２ａは、本体部１０１に内蔵されたＣＰＵから送られる電気信
号に基づき、画像を表示することができる。なお、本実施の形態では、ディスプレイパネ
ル１０２ａは、液晶ディスプレイパネルで実現したが、有機もしくは無機のＥＬ（Electr
o-luminescence）パネル、プラズマディスプレイパネルなどの各種ディスプレイパネルを
用いることができる。
【００２６】
　タッチパネル１０２ｂは、ディスプレイパネル１０２ａの画像表示面に重なる位置に接
合されている。タッチパネル１０２ｂは、透明であり、外面１０２ｃ側からディスプレイ
パネル１０２ａに表示される画像を視認可能である。本実施の形態のタブレットＰＣ１０
０では、タッチパネル１０２ｂとして、透明基板上にＩＴＯ（Indium Tin Oxide）などの
透明導電膜で所定のパターンを形成した「投影型」と呼ばれる静電容量方式のタッチパネ
ルが用いられている。本実施の形態のタブレットＰＣ１００では、複数箇所がタッチされ
たことを検出できる、いわゆるマルチタッチに対応できることから、上記投影型の静電容
量方式を用いているが、本実施の形態のタッチパネル１０２ｂとしては、この方式に限ら
れるものではなく、表面型の静電容量方式や抵抗膜方式などの他の各種のタッチパネルを
用いることができる。タッチパネル１０２ｂは、その外面１０２ｃにおける任意の位置が
指先や入力ペンなどによって押圧されると、その位置を検出することができ、入力内容を
タブレットＰＣ１００の制御に反映させることができる。
【００２７】
　ハンドル部１０３は、本体部１０１の上面１０１ｅにその一端が一体的に形成されて接
続されている一対の脚部１０３ｂ、１０３ｃと、一対の脚部１０３ｂ、１０３ｃの他端に
接続された把持部１０３ａとを有している。本実施の形態では、ハンドル部１０３は、本
体部１０１の外殻である筐体とハンドル部１０３とが一体的に形成、固定された状態で接
続されているが、ハンドル部１０３を本体部１０１に回動自在に接続することもできる。
また、本体部１０１にハンドル部１０３を着脱可能に接続する構成であってもよい。
【００２８】
　例えば、ハンドル部を本体部に対して回動可能に接続することにより、使用しないとき
にハンドル部を本体部の背面側に設けた収納部分内に収納して、収納、保管状態でのタブ
レットＰＣを小型化することができる。また、ねじ止めや勘合する構造を本体部の上面や
背面とハンドル部にそれぞれ形成して、不要な場合にハンドル部を取り外せるようにする
ことでも、収納、保管状態でのタブレットＰＣを小型化することができる。
【００２９】
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　本実施形態のタブレットＰＣ１００のハンドル部１０３は、把持部１０３ａ、一対の脚
部である第１の脚部１０３ｂ、第２の脚部１０３ｃ、結合部１０３ｄ、および貫通孔１０
３ｅを備えている。
【００３０】
　把持部１０３ａは、図２に示すように断面形状が脚部１０３ｂ、１０３ｃの伸延方向が
小径側とされた略楕円形状の円柱状に形成されている。把持部１０３ａの断面形状は、少
なくともユーザが手で違和感なく把持することが可能な形状であればよく、楕円形の他、
真円形、半円形、三角形または矩形を含む多角形などであってもよい。把持部１０３ａの
小径側の外径Ｒ１は、少なくともユーザが手で把持することが可能な寸法であればよい。
把持部１０３ａは、図１に示すようにその長手方向において直線状に形成されているが、
例えば長手方向の中央部が両端部に比べて本体部１０１から離れる方向へ湾曲した形状で
あってもよい。把持部１０３ａは、表面の円柱面が平滑であるが、微小な凹凸を複数形成
してもよい。把持部１０３ａの円柱面に微小凹凸を形成することにより、把持部１０３ａ
を把持した手と円柱面との間の摩擦を高めることができ、安定した姿勢で把持部１０３ａ
を把持することができる。また、把持部１０３ａを把持する際にユーザの指が当たる部分
に、指の太さに対応させた凹みを設けることができる。
【００３１】
　第１の脚部１０３ｂは、他端側である端部が把持部１０３ａの一方の端部に一体的に結
合して接続され、一端側である端部が本体部１０１の上面１０１ｅに一体的に結合して接
続されている。第２の脚部１０３ｃは、他端側である端部が把持部１０３ａの他方の端部
に一体的に結合して接続され、一端側である端部が本体部１０１の上面１０１ｅに一体的
に結合して接続されている。
【００３２】
　第１の脚部１０３ｂおよび第２の脚部１０３ｃは、略角柱状に形成されているが、円柱
状等、他の形状であってもよく、本体部１０１の厚さや重量などによって、また、本体部
１０１および把持部１０３ａとのバランスを含めた、タブレットＰＣ１００全体のデザイ
ン上の観点などを考慮して適宜定められる。また本実施形態では、図２に示したように、
第１の脚部１０３ｂおよび第２の脚部１０３ｃは、本体部１０１に接続される一端側の端
部から、他端側である端部に向かって連続的に細くなるように形成されているが、一端側
の端部から他端側の端部に渡って均一な太さであってもよく、一端側の端部から他端側の
端部に向かって太くなってもよい。
【００３３】
　第１の脚部１０３ｂおよび第２の脚部１０３ｃは、図２に示すように（図２では第２の
脚部１０３ｃのみ図示）、本体部１０１の背面１０１ｂ側に傾斜した姿勢で配されていて
、他端側である端部に固着された把持部１０３ａが、本体部１０１の前面１０１ａと背面
１０１ｂとから同一距離離れた本体部１０１の肉厚方向の中心線である仮想線Ａ１よりも
背面１０１ｂ側に位置するようになっている。具体的には、第１の脚部１０３ｂおよび第
２の脚部１０３ｃは、本体部１０１の肉厚方向の中心線仮想線Ａ１と、第２の脚部１０３
ｃ（第１の脚部１０３ｂも同様）の側面から見た場合の中心線Ａ２との間が角度Ｑ１とな
るように、傾斜した姿勢で配されている。
【００３４】
　角度Ｑ１は、例えば本実施の形態では４５度としている。この本体部の肉厚方向中心線
Ａ１と脚部の側面から見た場合の中心線Ａ２とのなす角度Ｑ１の大きさは一例であって、
ハンドル部１０３の把持部１０３ａの位置を所望の位置とすることができる範囲で、脚部
１０３ｂ、１０３ｃの長さに応じて適宜調整されるものである。
【００３５】
　結合部１０３ｄは、本体部１０１の上面１０１ｅ上に把持部１０３ａの配置方向に沿っ
て形成されていて、結合部１０３ｄの一方の端部が第１の脚部１０３ｂに一体的に結合し
、他方の端部が第２の脚部１０３ｃに一体的に結合している。
【００３６】
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　貫通孔１０３ｅは、把持部１０３ａ、第１の脚部１０３ｂ、第２の脚部１０３ｃ、およ
び結合部１０３ｄによって囲まれ、本体部１０１の前面１０１ａ側から背面１０１ｂ側へ
貫通している。貫通孔１０３ｅの開口面積は、少なくともユーザの手の第２指、第３指、
第４指、および第５指を挿通できる大きさとしている。
【００３７】
　本実施の形態の電子装置は、手提げによる把持と、腕に載せる支持とが可能である。「
手提げによる把持」とは、図３に示すように、ユーザが手でハンドル部１０３の把持部１
０３ａを把持し、本体部１０１を鉛直下方向へ垂らした状態である。「腕に載せる支持」
とは、図４に示すように、ユーザの下腕に本体部１０１を載置し、手でハンドル部１０３
の把持部１０３ａを把持した状態である。
【００３８】
　本実施形態のタブレットＰＣ１００では、ハンドル部１０３の脚部１０３ｂ、１０３ｃ
が本体部１０１の背面側に傾斜していて、把持部１０３ａが本体部の肉厚方向中心線より
も背面１０１ｂ側に位置している。このため、ユーザが手提げによる把持でタブレットＰ
Ｃ１００を保持した場合には、本体部１０１の重心１０１ｈが把持部１０３ａの直下の位
置となるように、本体部１０１が傾斜した状態となる。このとき、本体部１０１の前面に
配置されたディスプレイデバイス１０２は斜め下方向に向くことから、タブレットＰＣ１
００を手提げによる把持で搬送する場合に、ディスプレイデバイス１０２の外面１０２ｃ
を椅子や机などの他の部材にぶつけてしまうことを効果的に回避することができる。
【００３９】
　図４は、ユーザが左手でハンドル部１０３の把持部１０３ａを把持し、右手に持った入
力ペン１１０を使用してタッチパネル１０２ｂの操作を行っている状態を示す図である。
本体部１０１は、ユーザの左腕の下腕上に載置されている。ディスプレイデバイス１０２
は、外面１０２ｃが、上方側であってかつ僅かにユーザ側に向いた状態となっている。
【００４０】
　なお、図４では、一例としてユーザが右利きであって、右手で入力ペン１１０を持ち、
左手の腕の上にタブレットＰＣ１００を載せている状態を示したが、ユーザが左利きの場
合など、ユーザが左手に入力ペン１１０を持ち、右手の腕の上にタブレットＰＣ１００を
載せる場合があることは言うまでもない。また、図４に示す保持形態は、操作時に限る形
態ではなく、ディスプレイパネル１０２ａに表示された画像を視認する時、タブレットＰ
Ｃ１００を運搬する時などにも取り得る形態である。以下、タブレットＰＣ１００を腕に
載せる支持の形態について詳しく説明する。
【００４１】
　図５は、図４で示した腕に載せる支持状態でタブレットＰＣ１００を保持しているユー
ザの、腕とタブレットＰＣ１００との状態を示す図である。図５においても、ユーザが右
利きで左腕にタブレットＰＣ１００を載せている状態を例示する。
【００４２】
　タブレットＰＣ１００を腕に載せる支持で保持する場合、ユーザは、まず、タブレット
ＰＣ１００を、利き腕とは逆の腕である左腕１３０の下腕１３１に載せる。この時、タブ
レットＰＣ１００は、本体部１０１の背面１０１ｂが下腕１３１に当接し、下面１０１ｆ
が上腕１３２側を向き、上面１０１ｅおよびハンドル部１０３が左手１３３側を向く状態
となる。
【００４３】
　次に、左手１３３の第１指を、ハンドル部１０３の貫通孔１０３ｅに、本体部１０１の
背面１０１ｂ側から挿入する。この時の左手１３３は、手の平が上側を向くため、背面１
０１ｂに対向する状態である。続いて、左手１３３の第２指、第３指、第４指、および第
５指を曲げて、ハンドル部１０３の把持部１０３ａを本体部１０１側とは反対の外側から
握る。なお、第１指を貫通孔１０３ｅに挿入せず、第２指、第３指、第４指、および第５
指を把持部１０３ａの外側から握るだけでも、タブレットＰＣ１００を把持することがで
きる。
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【００４４】
　図５に示す把持形態では、本体部１０１の背面１０１ｂのうち、下面１０１ｆとの境界
近傍部分のみが下腕１３１に当接し、本体部１０１の背面１０１ｂと下腕１３１との間に
は空隙１３５が生じている。また、図５に示す保持形態では、下面１０１ｆが上腕１３２
の肘の近傍部分に押しつけられるように当接している。このように、把持部１０３ａを左
手１３３で握って、かつ、手首１３４を少し曲げるようにしてタブレットＰＣ１００を上
腕１３２側に押しつけるようにすることで、より一層しっかりとタブレットＰＣを保持す
ることができる。
【００４５】
　なお、タブレットＰＣ１００の大きさと、ユーザの下腕１３１の長さとの関係によって
、図５で示したようにタブレットＰＣ１００の下面１０１ｆが上腕１３２に当接しない場
合がある。また、逆にタブレットＰＣ１００の大きさに対して下腕１３１が短いユーザの
場合には、把持部１０３ａを左手１３３で握るようにすると、タブレットＰＣ１００の下
面１０１ｆが上腕１３２の肘よりも肩に近い部分に当たってしまうために、うまく保持で
きない場合がある。このように、タブレットＰＣ１００の大きさに対して下腕１３１が短
いユーザの場合には、把持部１０３ａを握るのではなく、貫通孔１０３ｅに第２指、第３
指、第４指、および第５指を挿入して指の先端部分を上面１０１ｅに沿わせることでタブ
レットＰＣ１００を保持することもできる。このように、貫通孔１０３ｅに第２指、第３
指、第４指、および第５指を挿入して保持する場合に、本実施形態のタブレットＰＣ１０
０では、ハンドル部１０３が本体部１０１の背面１０１ｂ側に傾斜しているため、貫通孔
１０３ｅに挿入した左手１３３に対して邪魔にならず、また、左手１３３の甲を把持部１
０３ａの貫通孔１０３ｅ側の面に当接させることができるので、タブレットＰＣ１００の
保持安定性を増加させることができる。
【００４６】
　本実施の形態では、図２に示すように脚部１０３ｂ、１０３ｃの中心線Ａ２を、本体部
１０１の肉厚方向中心線Ａ１に対して角度Ｑ１傾斜させている。このため、図５に示すよ
うにユーザが腕に載せてタブレットＰＣを保持する場合に、把持部１０３ａの位置が、背
面１０１ｂ側に位置したユーザの手１３３に近くなり、把持部１０３ａを握る手首１３４
の屈曲角度が小さくなる。手首１３４の屈曲角度が小さいと、左腕１３０の筋肉の緊張が
弱くなるため、ユーザが感じる疲労が小さい。
【００４７】
　仮に、把持部１０３ａを、図２に示す本体部１０１の肉厚方向中心線Ａ１に重なる位置
に配置した場合、つまり、ハンドル部１０３を本体部１０１の前面１０１ａおよび背面１
０１ｂの面方向に平行な方向に突出して配置した場合には、背面１０１ｂ側に置かれてい
るユーザの手１３３と把持部１０３ａとの距離が大きくなってしまう。この状態において
手１３３で把持部１０３ａを把持すると、手首１３４が大きく屈曲した姿勢となり、腕１
３０の筋肉が強く緊張した状態になるため、ユーザは疲労を感じてしまう。また、手首１
３４が大きく曲がることで、手首１３４と上腕１３２との間隔が狭くなり、女性や子供な
どの腕の短いユーザでは、タブレットＰＣ１００を腕に載せる支持で保持することができ
ない場合が生じうる。本実施形態の電子装置では、把持部１３０ａを本体部１０１の肉厚
方向中心線よりも背面側とすることで、長時間に亘ってタブレットＰＣ１００を把持して
いても疲労感が少なく、安定した保持を実現することができる。
【００４８】
　また、本実施の形態では、図２に示すように脚部１０３ｃ、１０３ｄの中心線Ａ２を、
本体部１０１の肉厚方向中心線Ａ１に対して角度Ｑ１傾斜させているため、図５に示すよ
うにユーザが腕に載せてタブレットＰＣを保持する場合に、本体部１０１と下腕１３１と
の間に空隙１３５が生じ、本体部１０１が放出する熱が下腕１３１に伝わりにくくなる。
このため、ユーザはより一層不快感を抱きにくくなる。本実施形態のタブレットＰＣ１０
０では、把持部１０３ａが本体部１０１の肉厚方向中心線よりも背面側に位置しているた
め、ＣＰＵやハードディスクドライブなどの熱源を内蔵しているために温度が上昇するタ
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ブレットＰＣ１００の本体部１０１の筐体の表面と、ユーザの腕との接触面積を小さくす
ることができる。
【００４９】
　図６は、タブレットＰＣを机上などの平面に載置して使用する状態を示している。
【００５０】
　図６に示すように、本実施の形態のタブレットＰＣ１００を机の上面などの載置面１２
０に載置した場合には、本体部１０１の背面１０１ｂの底面１０１ｆ側の端部と、ハンド
ル部１０３の把持部１０３ａとが載置面１２０に当接する。ハンドル部１０３の脚部１０
３ｂ、１０３ｃの中心線Ａ２と、本体部１０１の肉厚方向中心線Ａ１とが、角度Ｑ１傾斜
して配置されているため、本体部１０１は、載置面１２０に対してＱ２の角度で傾斜した
姿勢となる。ディスプレイパネル１０２ａに画像を表示する際、画像の上側がディスプレ
イパネル１０２ａにおけるハンドル部１０３側となる向きで表示することにより、画像の
上側が画像の下側よりも載置面１２０に対して高くなる。したがって、矢印Ｂに示す方向
からディスプレイパネル１０２ａに表示される画像を視認した場合に、ディスプレイパネ
ル１０２ａの表示面１０２ｃがユーザの側に向かって傾斜するため、ユーザは、表示され
た画像を視認しやすくなり、また、タッチパネル１０２ｂの操作もしやすくなる。
【００５１】
　また、図６に示すように、タブレットＰＣ１００を表面が平らな載置面１２０に載置し
た際、本体部１０１の背面１０１ｂと載置面１２０との間に空隙１３６が生じる。これに
より、背面１０１ｂにバッテリなどが突出配置している場合であっても、タブレットＰＣ
１００の姿勢を安定させることができる。
【００５２】
　また、ハンドル部１０３の把持部１０３ａを本体部１０１の背面１０１ｂよりも背面側
に位置するように配置したことにより、タブレットＰＣ１００を誤って床等に落下させて
しまった際に、ハンドル部１０３が落下時の衝撃を吸収できる場合がある。例えば、本体
部１０１の背面１０１ｂが鉛直下向きになる姿勢でタブレットＰＣ１００を床等に落下さ
せてしまった場合、ハンドル部１０３が本体部１０１よりも先に床等に衝突する場合があ
る。ハンドル部１０３が先に床等に衝突すると、ハンドル部１０３が衝突時の衝撃を吸収
する。したがって、本体部１０１に加わる衝撃を低減することができ、本体部１０１に内
蔵されたハードディスクドライブなどの精密機器が破損することを防ぐことができる。
【００５３】
　なお、上記実施形態の説明では、本体部１０１の肉厚方向中心線Ａ１と、脚部１０３ｃ
、１０３ｄの中心線Ａ２とのなす角度Ｑ１が４５度であると想定して例示、説明した。こ
のため、図２に示すように、本実施形態におけるタブレットＰＣ１００では、把持部１０
３ａ全体が本体部１０１の背面１０１ｂよりもさらに背面側に位置したものとなっている
。しかし、本願で開示する電子装置は、把持部が本体部の背面よりもさらに背面側に位置
するものに限定されない。例えば、把持部が、一部分が本体部の背面より背面側に位置し
、残りの部分が本体部の上面の直上の領域に存在するような位置にあるようにすることが
できる。また、把持部の直径もしくは本体部の厚さ方向の大きさに比べて本体部の肉厚が
大きい場合など、把持部の全部が本体部の上面の直上領域に存在し、肉厚中心よりは背面
側であるが、本体部の背面よりも背面側には存在しない場合もあり得る。このように、把
持部の全ての部分が本体部の上面の直上領域に存在し背面よりも背面側には存在しない場
合には、図６で示したような、机などの上面に載置した場合に、載置面に対して本体部を
傾斜させて載置することができるという作用効果を得ることはできない。しかし、把持部
の全ての部分が本体部の上面の直上領域に存在し背面よりも背面側には存在しない場合で
あっても、把持部が本体部の肉厚中心よりは背面側に位置していることにより、図３で示
した手提げによる把持の際に、表示面を斜め下側に向けることができる効果と、図４およ
び図５を用いて説明した、腕に載せる支持の場合に、ユーザの負担を少なくして、かつ、
電子装置を確実に保持することができるという効果を奏することができる。このため、本
実施形態で開示する電子装置において、ハンドル部の脚部の背面側への傾斜角度Ｑ１は、
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把持部を本体部の肉厚方向中心線に対してどれだけ背面側に位置させるかという観点から
、ハンドル部の脚部の長さや形状とを勘案して定めることが好ましい。
【００５４】
　また、脚部の形状についても、図２に示したように側面図において直線として現れる形
状に限らず、側面図において、背面側に湾曲する形状として現れる形状、または、途中で
背面側に屈曲する形状として現れる形状とすることができる。
【００５５】
　また、本体部１０１の上面１０１ｅにおける第１の脚部１０３ｂの結合位置は、本実施
の形態では図１に示すように上面１０１ｅと左側面１０１ｄとの境界の近傍から離れた位
置としたが、上面１０１ｅと左側面１０１ｄとの境界の近傍位置、または左側面１０１ｄ
上に配置してもよい。また、本体部１０１の上面１０１ｅにおける第２の脚部１０３ｃの
結合位置は、本実施の形態では図１に示すように上面１０１ｅと右側面１０１ｃとの境界
の近傍から離れた位置としたが、上面１０１ｅと右側面１０１ｃとの境界の近傍位置、ま
たは右側面１０１ｃ上に配置してもよい。
【００５６】
　また、図５に示す把持状態は一例であり、ユーザの腕の長さ、腕の太さ、手の大きさな
どにより、下腕１３１における本体部１０１の載置位置、上腕１３２に対する本体部１０
１の位置、空隙１３５の大きさなどが異なる。また、本実施の形態のタブレットＰＣ１０
０によれば、手の甲が本体部１０１の背面１０１ｂに対向する姿勢で把持部１０３ａを把
持する形態、すなわち、ハンドル部１０３の貫通孔１０３ｅの背面側から指を入れて把持
部１０３ａを把持するようにして保持する形態もとることができる。
【００５７】
　また、上記で説明した把持の手順は一例であり、例えば左手２３３で把持部２０３ａを
把持してから、本体部２０１を下腕２３１に載置する把持手順であってもよい。また、利
き手が左手である場合は、右手で把持部２０３ａを把持し、右腕の下腕に本体部２０１を
載置する把持手順となる。
【００５８】
　（第２の実施の形態）
　以下、第２の実施の形態にかかる電子装置の一例としてタブレットＰＣを挙げて説明す
る。
【００５９】
　図７は、第２の実施形態にかかるタブレットＰＣ２００の正面図である。図８は、タブ
レットＰＣ２００の側面図である。図８は、タブレットＰＣ２００を、本体部２０１の右
側面２０１ｃ側から見た図である。図９は、タブレットＰＣ２００に備わるハンドル部２
０３の平面図である。なお、図７および図８に現れる本体部２０１の構成において、第２
の実施形態にかかるタブレットＰＣ２００は、図１および図２で示した第１の実施の形態
にかかるタブレットＰＣ１００と同様の構成である。　このため、本体部２０１を構成す
る各部材には、それぞれ第１の実施形態の本体部１０１における１００番台の符号に対応
する２００番台の符号を付し、その詳細な説明は省略する。
【００６０】
　具体的には、タブレットＰＣ２００は、本体部２０１とハンドル部２０３とを備えてい
る。本体部２０１は、ディスプレイデバイス２０２を前面２０１ａに備え、中央演算処理
装置（ＣＰＵ）、メモリー、ハードディスクドライブ等の記憶装置、電源回路、バッテリ
などを内蔵し、前面２０１ａ、背面２０１ｂ、右側面２０１ｃ、左側面２０１ｄ、上面２
０１ｅ、および下面２０１ｆからなる筐体で外郭が形成された外観が偏平な略直方体形状
である。前面２０１ａには、ディスプレイデバイス２０２の画像表示エリアの一部を外部
から視認可能とするための開口部２０１ｇが形成されている。
【００６１】
　ディスプレイデバイス２０２は、ディスプレイパネル２０２ａとタッチパネル２０２ｂ
とを備え、ディスプレイパネル２０２ａは、本体部２０１に内蔵されたＣＰＵから送られ
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る電気信号に基づき、画像を表示することができる。タッチパネル２０２ｂは、ディスプ
レイパネル２０２ａの画像表示面に重なる位置に接合され、透明であり、外面２０２ｃ側
からディスプレイパネル２０２ａに表示される画像を視認可能である。タッチパネル２０
２ｂは、その外面２０２ｃにおける任意の位置が指先や入力ペンなどによって押圧される
と、その位置を検出することができ、入力内容をタブレットＰＣ２００の制御に反映させ
ることができる。なお、上記本体部２０１の構成は、一例に過ぎず、第１の実施形態にお
いて示した本体部１０１と同様にさまざまな異なった形態を採ることができる。
【００６２】
　図７および図９に示すように、ハンドル部２０３は、本体部２０１に一端が固着された
一対の脚部２０３ｂ、２０３ｃと、把持部２０３ａとが、一端が一対の脚部２０３ｂ、２
０３ｃそれぞれの他端に接続され、他端が把持部２０３ａの両端部にそれぞれ接続された
、一対の曲げ部２０３ｆ、２０３ｇを介して接続されている。なお、本実施の形態のハン
ドル部２０３においても、ハンドル部２０３を本体部２０１に回動自在に固定することが
できる。また、本体部２０１にハンドル部２０３を着脱可能に固定する構成であってもよ
い。
【００６３】
　把持部２０３ａは、図７に示すように断面形状が脚部２０３ｂ、２０３ｃの伸延方向が
小径側とされた略楕円形状の円柱状に形成されている。把持部２０３ａの断面形状は、ユ
ーザが違和感なく把持することができる形状であればよく、真円形、半円形、多角形など
であってもよい。把持部２０３ａの小径側の外径Ｒ２はユーザが手で把持することが可能
な寸法であればよい。把持部２０３ａは、図７に示すようにその長手方向において直線状
に形成されているが、例えば長手方向の中央部が両端部に比べて本体部２０１から離れる
方向へ湾曲した形状であってもよい。把持部２０３ａは、表面の円柱面が平滑であるが、
微小な凹凸を複数形成してもよく、把持部２０３ａを把持する際にユーザの指が当たる部
分に、指の太さに対応させた凹みを設けることもできる。把持部２０３ａの長手方向の一
方の端部には、第１の曲げ部２０３ｆが結合している。把持部２０３ａの長手方向の他方
の端部には、第２の曲げ部２０３ｇが結合している。
【００６４】
　第１の脚部２０３ｂおよび第２の脚部２０３ｃは、略角柱状に形成されているが、円柱
状等、他の形状であってもよい。第１の脚部２０３ｂおよび第２の脚部２０３ｃは、本体
部２０１に接続される一端側の端部から、他端側である曲げ部２０３ｆ、２０３ｇに接続
される端部に向かって、連続的に細くなるように形成されているが、一端側の端部から他
端側の端部に渡って均一な太さであってもよく、一端側の端部から他端側の端部に向かっ
て太くなってもよい。
【００６５】
　第１の脚部２０３ｂおよび第２の脚部２０３ｃは、図８に示すように（図８では第２の
脚部２０３ｃのみ図示）、本体部２０１の背面２０１ｂ側に傾斜した姿勢で配されていて
、曲げ部２０３ｆ、２０３ｇを介して他端側の端部に固着された把持部２０３ａが、本体
部２０１の前面２０１ａと背面２０１ｂとから同一距離離れた本体部２０１の肉厚方向の
中心線である仮想線Ｃ１よりも背面２０１ｂ側に位置するようになっている。具体的には
、第１の脚部２０３ｂおよび第２の脚部２０３ｃは、本体部２０１における肉厚方向中心
線Ｃ１と第２の脚部２０３ｃ（第１の脚部２０３ｂも同様）の側面から見た場合の中心線
Ｃ２との間に角度Ｑ３を有するように、傾斜した姿勢で配されている。なお、本実施形態
においても、角度Ｑ３は、一例として４５度となっている。この本体部２０１の肉厚方向
中心線Ｃ１と脚部２０３の側面から見た場合の中心線Ｃ２とのなす角度Ｑ３の大きさは、
ハンドル部２０３の把持部２０３ａの位置を所望の位置とすることができる範囲で、脚部
２０３ｂ、２０３ｃの長さに応じて適宜調整されるものである。　結合部２０３ｄは、一
方の端部が第１の脚部２０３ｂに一体的に結合し、他方の端部が第２の脚部２０３ｃに一
体的に結合している。また、貫通孔２０３ｅは、把持部２０３ａ、第１の脚部２０３ｂ、
第１の曲げ部２０３ｆ、第２の脚部２０３ｃ、第２の曲げ部２０３ｇ、および結合部２０
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３ｄによって囲まれ、本体部２０１の前面２０１ａ側から背面２０１ｂ側へ貫通している
。貫通孔２０３ｅの開口面積は、少なくとも手の第２指、第３指、第４指、および第５指
を挿通できる大きさとしている。
【００６６】
　第２の実施形態のタブレットＰＣ２００のハンドル部２０３は、第１の曲げ部２０３ｆ
と第２の曲げ部２０３ｇとを有している。
【００６７】
　第１の曲げ部２０３ｆは、一端が第１の脚部２０３ｂの他端側に接続され、他端が把持
部２０３ａの端部に接続されている。また、第２の曲げ部２０３ｇは、一端が第２の脚部
２０３ｃの他端側に接続され、他端が把持部２０３ａの、第１の曲げ部２０３ｆが接続さ
れた端部とは反対側の端部に接続されている。すなわち、第１の曲げ部２０３ｆと第２の
曲げ部２０３ｇは、一対の脚部２０３ｂ、２０３ｃと把持部２０３ａとの間をつなぐよう
に配置されている。
【００６８】
　一対の曲げ部である第１の曲げ部２０３ｆと第２の曲げ部２０３ｇとは、ユーザによる
握りやすさを考慮し、断面形状は円形とすることが好ましいが、断面形状は円形に限らな
い。また、曲げ部２０３ｆ、２０３ｇは把持部２０３ａと一対の脚部２０３ｂ、２０３ｃ
とを接続している部材であることから、把持部２０３ａおよび一対の脚部２０３ｂおよび
２０３ｃの断面形状から連続に変化する断面形状とすることが好ましい。
【００６９】
　図９に示すように、第１の曲げ部２０３ｆにおける、ハンドル部２０３の外側、すなわ
ち本体部２０１から遠い側の外縁２０３ｆ１と、第２の曲げ部２０３ｇにおける外縁２０
３ｇ１は、いずれもなだらかな曲線形状となっている。そして、この第１の曲げ部２０３
ｆの外縁２０３ｆ１と第２の曲げ部２０３ｇの外縁２０３ｇ１の曲線形状を、所定の曲率
と所定の長さとを有する曲線とすることで、この曲げ部２０３ｆ、２０３ｇを利用した腕
に載せる支持が可能となる。
【００７０】
　図１０は、第２の実施形態のタブレットＰＣ２００のハンドル部２０３に形成された曲
げ部２０３ｆ、２０３ｇを用いて、ユーザが腕の上にタブレットＰＣを載せて保持してい
る状態を示す。
【００７１】
　ユーザが、把持部２０３ａを把持してタブレットＰＣ２００を腕に載せる支持を行う場
合、本実施形態のタブレットＰＣ２００においても、図１１に示すように、第１の実施形
態のタブレットＰＣ１００と同様に把持部２０３ａを握るようにして保持することができ
る。この場合、ユーザは、タブレットＰＣ２００の本体部２０１の背面２０１ｂのうち、
本体部２０１の左右方向における中央部分の背面２０１ｂに腕（図１１では左腕）をあて
がって、把持部２０３ａを掴んで保持することになる。しかし、一定の幅を備えた偏平な
略直方体形状の筐体を備えたタブレットＰＣ２００に対して、その背面２０１ｂの左右方
向における中央部分のみを腕で支えることになるため、支えている左右方向における中央
部分を軸として、タブレットＰＣ２００が左右方向にねじれるような動きをすることを抑
えるのが困難となる。特に、図１１に示すように、入力ペン２１０を用いてタッチパネル
２０２ｂからの操作を行う場合には、ディスプレイパネル２０２ａの左右方向周辺部の画
像をタッチする場合もあり、上記したタブレットＰＣの中央部分を軸として左右方向にね
じれるような動きが生じやすい。
【００７２】
　これに対して本実施形態のタブレットＰＣ２００の場合には、図１０で示したように、
左腕２３０でタブレットＰＣ２００を保持する場合に、左手を第２の曲げ部２０３ｇの外
縁２０３ｇ１にあてがうことができる。ユーザが第２の曲げ部２０３ｇの外縁２０３ｇ１
を用いてタブレットＰＣ２００を把持する際は、下腕２３１を、本体部２０１の背面２０
１ｂの対角線に近い位置に配置することができる。すなわち、第２の曲げ部２０３ｇが本
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体部２０１の上面２０１ａと右側面２０１ｃとの境界近傍に位置しているため、第２の曲
げ部２０３ｇを把持した左手２３３は、上面２０１ａと右側面２０１ｃとの境界近傍に位
置することになる。この状態から、下腕２３１の上腕２３２側を、左側面２０１ｄと下面
２０１ｆと背面２０１ｂとの境界近傍に配置することにより、下腕２３１が背面２０１ｂ
の対角線（図１０において、本体部２０１の右上から左下に向かう対角線）の近傍を通る
位置に配置される。このようにすることで、下腕２３１がタブレットＰＣ２００の本体部
２０１の中心部分にある重心を通る位置を背面２０１ｂから支えるとともに、本体部２０
１に対して斜め方向に支えることができる。このため、図１１に示したような、左右方向
の中央部分を支える場合と比較して、保持しているタブレットＰＣ２００がねじれるよう
な動きをすることを効果的に防止することができる。この結果、ユーザがタブレットＰＣ
２００を保持した際の姿勢が安定する。特に、ユーザがタッチパネル２０２ｂを操作して
いる時のタブレットＰＣ２００の姿勢が安定する。
【００７３】
　また、本実施の形態では、第２の曲げ部２０３ｇは、把持部２０３ａと第２の脚部２０
３ｃに結合しているとともに外縁２０３ｇ１が所定の曲面による湾曲形状を成している。
したがって、ユーザが第２の曲げ部２０３ｇを左手２３３で把持し、かつ手首２３４を曲
げていない姿勢としたとき、下腕２３１は背面２０１ｂの対角線近傍に配置される。すな
わち、ユーザは図１０において、タブレットＰＣ２００の右上側にある曲げ部２０３ｇに
左手２３３をあてがおうとする動作によって、自然な姿勢でタブレットＰＣ２００を保持
することができるため、疲労感を軽減できる。なお、ユーザが右腕でタブレットＰＣ２０
０を支持する場合は、右手で第１の曲げ部２０３ｆを把持することにより、右腕の下腕が
本体部２０１の背面２０１ｂの略中心を通り、対角線（左上から右下に向かう対角線）に
沿う位置に配置されることになる。
【００７４】
　なお、本実施の形態のタブレットＰＣ２００のハンドル部２０３も、一対の脚部２０３
ｂ、２０３ｃと把持部２０３ａ、さらに、貫通孔２０３ｅを備えているため、第１の実施
形態のタブレットＰＣ１００で可能であった、図３で示した手提げによる把持と、図４お
よび、本実施形態において前述した図１１で示したような、ハンドル部２０３の把持部２
０３ａを把持することによる腕に載せる支持とが可能である。図１１で示した、腕による
支持の場合に、ユーザの腕や手とタブレットＰＣ２００との関係は、第１の実施形態で図
５を用いて説明したものと同じとなる。さらに、本実施形態のタブレットＰＣ２００のハ
ンドル部２０３も、図８に示したように、把持部２０３ａが本体部２０１の背面２０１ｂ
の背面側に位置しているため、第１の実施形態で図６を用いて説明したように、机などの
載置面にタブレットＰＣ２００を載置した場合には、ハンドル部２０３によってディスプ
レイパネル２０３ａを傾斜させることができ、ユーザの使用勝手を向上させることができ
る。また、ハンドル部２０３が、本体部２０１の背面側２０１ｂに突出している形状とし
ていることで、タブレットＰＣ２００を誤って床等に落下させてしまった際に、ハンドル
部２０３が落下時の衝撃を吸収できるという効果を期待することができる。
【００７５】
　以上説明したように、本実施の形態によれば、ハンドル部２０３に曲げ部２０３ｆ、２
０３ｇを備えたことにより、ユーザが曲げ部２０３ｆ、２０３ｇを用いて、タブレットＰ
Ｃ２００に対して図１０に示すように下腕２３１を本体部２０１の背面２０１ｂの対角線
上に配置することが可能となる。これにより、タブレットＰＣ２００の重心を下腕で支え
ることができ、また、斜め方向に本体部２０１を支えることができるので、ユーザはタブ
レットＰＣ２００を安定した姿勢で保持することができる。
【００７６】
　このとき、第１の曲げ部２０３ｆの外縁２０３ｆ１、第２の曲げ部２０３ｇの外縁２０
３ｇ１を、ユーザが手で曲げ部２０３ｆ、または、２０３ｇを把持した際に、ユーザの第
２指～第５指の間隔がほぼ均等となるような曲線形状とすることが好ましい。このように
、１の曲げ部２０３ｆの外縁２０３ｆ１、第２の曲げ部２０３ｇの外縁２０３ｇ１の曲線
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形状を、ユーザの第２指～第５指の間隔が均等となるような所定の形状とすることで、ユ
ーザがタブレットＰＣ２００を支える手が自然な姿勢となり、ユーザが感じる疲労を軽減
することができる。例えば、ハンドル部が、曲げ部を備えず、把持部と脚部とが直交する
ように結合された形状であった場合、ユーザが、把持部と脚部との結合部分を左手で把持
しようとすると、例えば第２指と第３指とが把持部に当接し、第４指と第５指とが脚部に
当接するようになる。このような指の配置となると、第３指と第４指との間のみ間隔が広
くなって左手の姿勢が不自然となり、ユーザは左手に強い疲労を感じることになる。これ
に対し本実施形態のタブレットＰＣ２００では、長時間の腕のせ支持の場合でもユーザの
疲労が少なくでき、また、特に入力ペン２１０での入力操作をする場合における、保持の
安定感を向上させることができる。
【００７７】
　なお、本実施の形態では、図８に示すようにハンドル部２０３を本体部２０１の背面２
０１ｂ側へ傾斜させて配置する構成としたが、一対の脚部２０３ｂ、２０３ｃと把持部２
０３ａとの間に、曲げ部２０３ｆ、２０３ｇとを備える形態であれば、ハンドル部２０３
を上面２０１ｅから背面２０１ｂの面方向、すなわち、図８の仮想線Ｃ１の方向に突出す
るように配置する構成としてもよい。
【００７８】
　図１２は、本願で開示する電子装置の変形例１を示す側面図である。
【００７９】
　図１２に示すタブレットＰＣ２００は、本体部２０１の上面２０１ｅから、前面２０１
ａおよび背面２０１ｂの面方向へ突出したハンドル部２０４を備えている。図１２に示す
把持部２０４ａ、結合部２０４ｄ、および貫通孔２０４ｅは、それぞれ図７に示す把持部
２０３ａ、結合部２０３ｄ、および貫通孔２０３ｅと同等の構成である。また、図示は省
略するが、図１２に示すハンドル部２０４は、図９に示す第１の曲げ部２０３ｆおよび第
２の曲げ部２０３ｇと同様の曲げ部を備えている。なおユーザは、タブレットＰＣ２００
を、曲げ部を用いて腕に載せる支持で保持する場合の他に、図１２に示すように、貫通孔
２０４ｅに第２指～第５指を挿入して、本体部２０１を下腕２３１に載せて支持こともで
きる。本体部２０１の下面２０１ｆを上腕２３２に支持させることで、本体部２０１を第
２指～第５指と上腕２３２とで挟むことができ、保持した際のタブレットＰＣ２００の姿
勢安定性が向上する。また、貫通孔２０４ｅに挿入された第２指～第５指と把持部２０４
ａとの隙間が僅かの場合、あるいは隙間がほとんど無い場合は、第２指～第５指の手の甲
側を把持部２０４ａに当接させ、手の平を本体部２０１の背面２０１ｂに当接させること
で、左腕２０３でタブレットＰＣ２００を保持することができる。
【００８０】
　また、上記本実施形態にかかるタブレットＰＣ２００の説明に置いて、パソコン本体部
２０１の上面２０１ｅにおける第１の脚部２０３ｂの結合位置は、図７に示すように上面
２０１ｅと左側面２０１ｄとの境界の近傍から離れた位置とした。また、本体部２０１の
上面２０１ｅにおける第２の脚部２０３ｃの結合位置を、図７に示すように上面２０１ｅ
と右側面２０１ｃとの境界の近傍から離れた位置とした。
【００８１】
　しかし、図１３に示す、本願で開示する電子装置の変形例２を示す平面図のように、本
実施形態にかかるタブレットＰＣ２００における上面２０１ｅと左側面２０１ｄおよび右
側面２０１ｃとの境界の近傍位置、または左側面２０１ｄ上、右側面２０１ｃ上に配置し
てもよい。
【００８２】
　図１３に示す変形例２のタブレットＰＣ２００は、長手方向の両端が本体部２０１の上
面２０１ｅの長手方向の端部近傍に位置しているハンドル部２０５を備えている。ハンド
ル部２０５は、把持部２０５ａ、第１の脚部２０５ｂ、第２の脚部２０５ｃ、結合部２０
５ｄ、貫通孔２０５ｅ、第１の曲げ部２０５ｆ、および第２の曲げ部２０５ｇを備えてい
る。なお、図示は省略するが、ハンドル部２０５は、図８に示すハンドル部２０３と同様
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に本体部２０１の背面２０１ｂ側へ傾斜していてもよいし、図１２に示すように背面２０
１ｂの面方向へ突出していてもよい。第１の脚部２０５ｂの他端は、上面２０１ｅにおけ
る左側面２０１ｄとの境界近傍に位置している。第２の脚部２０５ｃの他端は、上面２０
１ｅにおける右側面２０１ｃとの境界近傍に位置している。このような構成とすることに
より、ユーザが第１の曲げ部２０５ｆまたは第２の曲げ部２０５ｇを把持した際、例えば
、左手で第２の曲げ部２０５ｇを把持した際には、ユーザの下腕が図７に示すタブレット
ＰＣ２００に比べて、より右側面２０１ｃに近い位置に配置されることになる。したがっ
て、ユーザの下腕がタブレットＰＣ２００の重心、すなわち、ディスプレイデバイス２０
２の外面２０２ｃの対角線の交点近傍を通る位置に配置しやすくなり、タブレットＰＣ２
００の姿勢安定性が向上する。なお、図７に示すハンドル部２０３の位置、および図１３
に示すハンドル部２０５の位置は一例であって、本体部２０１の大きさにより最適な位置
が異なる。
【００８３】
　また、本実施の形態では、ハンドル部２０３に貫通孔２０３ｅを備えたが、貫通孔２０
３ｅは必須ではない。図１４は、本願で開示する電子装置の変形例３を示す平面図である
。
【００８４】
　図１４に示す変形例３の電子装置２００は、ハンドル部２０６に貫通孔を備えていない
。図１４に示す電子装置２００におけるハンドル部２０６は、略台形に形成され、本体部
２０１の上面２０１ａから突出形成されている。ハンドル部２０６は、把持部２０６ａ、
第１の湾曲部２０６ｂ、および第２の湾曲部２０６ｃを備えている。把持部２０６ａ、第
１の湾曲部２０６ｂ、および第２の湾曲部２０６ｃの最も外側の部分の形状は、例えば図
７に示す把持部２０３ａ、第１の湾曲部２０３ｆ、および第２の湾曲部２０３ｇの最も外
側の部分の形状と同等とすることができる。なお、図示は省略するが、ハンドル部２０６
は、図８に示すハンドル部２０３と同様に本体部２０１の背面２０１ｂ側へ傾斜していて
もよいし、図１２に示すように背面２０１ｂの面方向へ突出していてもよい。
【００８５】
　図１４に示すタブレットＰＣ２００を把持する場合は、第１の湾曲部２０６ｂまたは第
２の湾曲部２０６ｃに左手または右手の第２指～第５指を沿わせて当接させ、本体部２０
１を下腕に載せる。なお、本体部２０１の下面２０１ｆを上腕に支持させることで、本体
部２０１を左手または右手の第２指～第５指と上腕とで挟むことができ、タブレットＰＣ
２００の姿勢安定性を向上することができる。また、図示は省略するが、図１２に示すハ
ンドル部２０４に備わる貫通孔２０４ｅ、および図１３に示すハンドル部２０５に備わる
貫通孔２０５ｅも省略することが可能である。
【００８６】
　また、図１５に、図１４で示した変形例３のタブレットＰＣ２００の応用例を示す。
【００８７】
　図１５（ａ）は、変形例３の応用例のタブレットＰＣ２００の平面図を、図１５（ｂ）
は側面図をそれぞれ示している。図１５（ａ）に示した貫通孔を備えないハンドル部の場
合には、ハンドル部に凹部２０７ａを備えることができる。図１５（ｂ）に断面図を示す
ように、本体部２０１の前面２０１ａ側に凹部２０７ａを備えることにより、ハンドル部
２０７の湾曲部２０７ｂ、２０７ｃを保持する際に、指先を凹部２０７ａ内に入れること
ができるので、ユーザがより安定した状態でタブレットＰＣ２００を保持することができ
る。
【００８８】
　なお、図１５に示す例では、ハンドル部２０７の凹部２０７ａを本体部２０１の前面２
０１ａ側にのみ設けた例を示したが、本体部２０１の背面側２０１ｂにも凹部を設けて、
ハンドル部２０７の両面の中央部分が凹むようにすることができる。このようにすること
で、ハンドル部２０７の特に上端部分を掴んで、タブレットＰＣ２００を手提げによる把
持に近い状態で保持することが可能となる。
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【００８９】
　さらに、本実施の形態ではハンドル部２０３の形状を、図９に示すように、把持部２０
３ａと第１の脚部２０３ｂと第２の脚部２０３ｃとを直線状に形成し、第１の曲げ部２０
３ｆおよび第２の曲げ部２０３ｇを湾曲形状に形成したが、第１の脚部２０３ｂ、第１の
曲げ部２０３ｆ、把持部２０３ａ、第２の曲げ部２０３ｇ、および第２の脚部２０３ｃで
連続的な湾曲形状を成すように形成されていてもよい。
【００９０】
　なお、本実施の形態では、図１０に示すように、タブレットＰＣ２００を手の指で把持
する構成のため、第１の曲げ部２０３ｆまたは第２の曲げ部２０３ｇにおける貫通孔２０
３ｅと反対側の形状に対して支持する手の平に沿う湾曲形状や指の凹凸に合わせた形状を
付加することもできる。
【００９１】
　また、第１の曲げ部２０３ｆと第２の曲げ部２０３ｇの表面に微小凹凸を形成してもよ
い。このような構成とすることにより、ユーザが手で第１の曲げ部２０３ｆまたは第２の
曲げ部２０３ｇを把持した際に手が滑ってしまうことを軽減し、より安定した姿勢でタブ
レットＰＣを把持することができるようになる。
【００９２】
　また、本実施の形態のハンドル部２０３は、第１の曲げ部２０３ｆと第２の曲げ部２０
３ｇの両方を備えているが、いずれか一方のみを備える構成でもよい。
【００９３】
　なお、上記２つの実施形態の説明において、ハンドル部１０３、２０３は、本体部１０
１、２０１の筐体と同時一体成型されたものとして説明した。しかし、上記いずれの実施
形態においても、本体部１０１、２０１とハンドル部１０３、２０３とを別々に作製し、
両者を結合する構成としてもよい。
【００９４】
　図１６は、第１の変形例のハンドル部を備えた電子装置の構成を示す。
【００９５】
　図１６に示すように、第１の変形例のハンドル部３０３を備えた電子装置３００は、ハ
ンドル部３０３とタブレットＰＣ本体３０１とが別体に形成されている。第１の変形例の
ハンドル部３０３は、ハンドル３０４と、本体支持部であるハンドル３０４に固定された
中空の枠状部材３０５とを有している。枠状部材３０５は、本体部３０１の側面の厚さ方
向の少なくとも一部を周状に覆うことができる形状となっている。ハンドル部３０３とタ
ブレットＰＣ本体３０１とは、タブレットＰＣ本体３０１に形成されたねじ穴３０２と、
枠状部材３０５に形成されたねじ穴３０６とを用いて、ねじ３０７により螺結されている
。なお、枠状部材３０５の幅、すなわち、タブレットＰＣ本体３０１の側面に装着された
場合の肉厚方向の長さは、装着されるタブレットＰＣ本体３０１の厚さ、重さ、枠状部材
３０５の材質に起因する強度、枠状部材３０５とタブレットＰＣ本体３０１との固着方法
などにより適宜選択できる。
【００９６】
　図１７は、第２の変形例のハンドル部を備えた電子装置の構成を示す。
【００９７】
　図１７に示すように、第２の変形例のハンドル部４０３を備えた電子装置４００も、ハ
ンドル部４０３とタブレットＰＣ本体４０１とが別体に形成されている。第２の変形例の
ハンドル部４０３は、ハンドル４０４と、本体支持部を構成するハンドル４０４に固定さ
れた枠状部材４０５と枠状部材４０５に囲まれた底面部４０６とを有している。枠状部材
４０５は、本体部４０１の側面の厚さ方向の少なくとも一部を周状に覆う形状となってい
て、枠状部材４０５と底面部４０６とで形成される空間部分の内側に、タブレットＰＣ本
体４０１がちょうど嵌り込むように配置される。ハンドル部４０３とタブレットＰＣ本体
４０１とは、タブレットＰＣ本体４０１に形成されたねじ穴４０２と、底面部４０６に形
成されたねじ穴４０７とを用いて、ねじ４０７により螺結されている。
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【００９８】
　このように、ハンドル部とタブレットＰＣ本体とを別体として構成することで、ユーザ
の使用状況、特にタブレットＰＣの保持形態に応じて、適宜必要なハンドル部を備えるこ
とができる。また、第１の実施形態で示したハンドル部と、第２の実施形態で示したハン
ドル部とを、適宜タブレットＰＣに交換可能に取り付けることも可能となる。例えば、第
１の変形例として示したハンドル部３０３のハンドル３０４として、第１の実施形態で示
した把持部が本体部の肉厚方向中心線よりも背面側に位置するハンドル部１０３を備えた
ハンドル部と、第２の実施形態で示した曲げ部を備えたハンドル部２０３に相当する形状
のハンドルを備えたハンドル部とをそれぞれ用意しておけば、一つの本体部で使用目的に
応じたハンドル形状を備えた２通りの電子装置として使用することができる。
【００９９】
　なお、図１６および図１７では、本体部と、ハンドル部とをねじにより螺結する例につ
いて説明したが、接着剤による接着、爪係合による固定などの各種の固定方法を用いるこ
とができる。図１７に示すように、タブレット型パソコンＰＣ本体が嵌り込む本体支持部
の場合には、本体部をはめ込むのみである程度の強度を持って固定することができる場合
も想定できる。また、図１６や図１７に示したハンドル３０４や４０４も、例えば第１の
実施形態で説明したハンドル１０３、第２の実施形態で説明したハンドル２０３のように
、背面１０１ｂ側に傾斜させることもできる。
【０１００】
　図１６および図１７に示したハンドル部３０３、４０３としては、例えばアクリロニト
リル・スチレン（ＡＳ）系の樹脂などを用いることができる。このとき、本体支持部３０
５、４０５が支持する本体部の材質には特に制限はない。
【０１０１】
　以上、本願で開示する電子装置について、２つの実施形態と２つの変形例を例示して説
明してきた。しかし、本願で開示する電子装置としては、上記例示以外のさまざまな形態
を採ることができる。
【０１０２】
　例えば、２つの実施形態の説明において、把持部１０３ａ、２０３ａ、第１の脚部１０
３ｂ、２０３ｂ、第２の脚部１０３ｃ、２０３ｃ、および結合部１０３ｄ、２０３ｄは、
さらに、２つの変形例で示したハンドル３０４、４０４は、いずれも樹脂による一体成型
により作製されたものとして例示したが、個々の部材を別々に作製して結合する構成とし
てもよい。その場合の結合方法は、ネジを用いた螺結、接着剤による接着、爪係合による
固定などの方法を用いることができる。
【０１０３】
　また、上記各実施の形態では、図１および図６に示すように、ハンドル部１０３、２０
３、ハンドル３０４、４０４の平面形状を略台形としたが、この形状に限らない。ハンド
ル部１０３、２０３、ハンドル３０４、４０４の平面形状は、長方形、半円形などであっ
てもよい。この場合、第２の実施形態のハンドル部２０３では、全体形状にかかわらず把
持部と２つの脚部との間の部分に一対の曲げ部が形成されていることは言うまでもない。
【０１０４】
　また、上記各実施の形態では、電子装置１００、２００、３００、４００は、ボタンや
レバーなどの操作部材を備えていないが、ボタンやレバーなどの操作部材を備える構成で
あってもよい。
【０１０５】
　また、上記各実施の形態では、電子装置の一例としてタブレット型のパーソナルコンピ
ュータを挙げたが、少なくとも運搬および把持のためのハンドルを備えた機器であればよ
い。例えば、携帯情報端末（ＰＤＡ）、携帯型ゲーム機、携帯型医療機器などにも適用で
きる。
【０１０６】
　さらに、表示部として上記実施の形態で説明したようにタッチパネル機能を備えること
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は必須の要件ではなく、表示パネルに入力部としての機能を持たせずに、例えば表示パネ
ルの周辺に形成されたいわゆる額縁部分や本体部の側面部分に、操作ボタン、スイッチな
どを配置して、電子装置の動作を制御することができる。
【産業上の利用可能性】
【０１０７】
　本願は、ハンドルを備えた電子装置に有用である。
【符号の説明】
【０１０８】
　１００、２００　タブレットＰＣ
　１０１、２０１　本体部
　１０２、２０２　ディスプレイデバイス（表示部）
　１０３、２０３　ハンドル部

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】

【図７】
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【図８】 【図９】

【図１０】 【図１１】
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【図１２】 【図１３】

【図１４】

【図１５】 【図１６】
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【図１７】
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